様式第十三（第１０条関係）

認定供給確保計画の実施状況報告書

年　月　日
国土交通大臣　名　殿
住所
名称
代表者の氏名
	
年　　月　　日付けで認定を受けた供給確保計画について、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第１２条の規定に基づき、　年度の実施状況を下記のとおり報告します。

記

１．供給確保計画認定番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．認定供給確保計画に係る特定重要物資等		　　　 　　　 　　　　　　　　　　
　　　							　　　 　　　 　　　　　　　　　　	
[bookmark: _GoBack]３．本報告年度における特定重要物資等ごとの調達及び供給又は使用の現状について
（１）認定供給確保計画に係る特定重要物資の供給の現状について
	特定重要物資の品目名：

	〇申請者における供給量
	供給量（合計）
	/年

	（供給先）に対する供給量
	
	/年

	（供給先）に対する供給量
	
	/年

	備考
	

	

	（２）認定供給確保計画に係る原材料等の調達又は使用の現状について

	原材料等の品目名：

	〇申請者における原材料等の調達量
	調達量（合計）
	/年

	（調達先）からの調達量
	
	/年

	（調達先）からの調達量
	
	/年

	備考
	


（注１）安定供給確保を図ろうとする原材料等の品目数に応じて上表を追加し記載すること。
　（注２）特定重要物資の供給先又は原材料等の調達先の数に応じて表に行を追加し記載すること。

４．実施した特定重要物資等の安定供給確保のための取組の実績及び適用を受けた支援措置の内容
	特定重要物資の品目：

	取組番号
	取組内容
	適用を受けた支援措置の内容
（注２を参照し該当する支援措置を明記のこと）

	
	
	



	原材料等の品目：

	取組番号
	取組内容
	適用を受けた支援措置の内容
（注２を参照し該当する支援措置を明記のこと）

	
	
	


（注１）認定供給確保計画に記載した特定重要物資等の安定供給確保に関する目標の達成状況について、認定供給確保計画に記載した指標と実績とを対比して記載すること。
（注２）支援措置は下記を参照。
a.株式会社日本政策金融公庫法の特例（ツーステップローン）
b.中小企業投資育成株式会社法の特例
c.中小企業信用保険法の特例
d.安定供給確保支援法人による助成
e.安定供給確保支援法人による認定供給確保事業者に貸付けを行う金融機関に対する利子補給金の支給
なお、株式会社日本政策金融公庫法の特例による支援措置を受けた場合には、金融機関名及び当該金融機関に係る金額を記載すること。
（注３）１の品目について２以上の取組を実施した場合は、適宜行を追加して記載すること。
（注４）２以上の原材料等について取組を実施した場合には、上表を追加してそれぞれの品目ごとに記載すること。

５．目標の達成状況
	特定重要物資の品目：

	計画時の目標数値
	

	目標数値の達成状況
	



	原材料等の品目

	計画時の目標数値
	

	目標数値の達成状況
	


（注）２以上の原材料等について取組を実施した場合には、上表を追加してそれぞれの品目ごとに記載すること。
６．取組を円滑かつ確実に実施するために行う措置の実績
	






（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
